部局長とＰＴの議論資料　
【事務事業、出資法人、公の施設】
	項目名
	地域生活支援事業市町村推進事業

	部局の考え方


	ＰＴ案
	平成２０年度　△１０％　　２１年度　廃止。

	
	
	２０年度通年予算見込み額：　１０４百万円

２１年度効果見込み額：　　　１０４百万円

	
	【事業概要】

・移動支援事業は、一人で移動が困難な障がい者に対し、ガイドヘルプ

サービス（手引き）を提供し、障がい者の移動の自由を保障する事業。

・本事業は、移動支援を必要とする低所得者の利用を保障する為に、

利用者負担を軽減。
　　＜利用者負担の上限額設定＞

利用者の所得

負担上限額

生活保護

　　　　０円

市町村民税非課税世帯

２，０００円

市町村民税課税世帯

４，０００円

・負担割合：市町村・府各１/２。

【方針】
・平成２１年度以降　継続実施
【理由】
・健常者にとって当たり前の「移動の自由」を障がい者に対して、
可能な限り保障することが重要である。
　・過度の利用者負担は、「移動の自由」を制約することになる。
　・市町村間で、利用者負担の過大な格差が発生するため、本府の
広域的調整の役割の観点から、平成２１年度以降も継続実施が必要。
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